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1.業務の目的及び概要 

1.1事業の背景 

(1) 社会的課題 

我が国において、相続登記の未了や所有者の所在不明に起因する「所有者不明土

地」の増大は、喫緊の課題となっている 。これらの不動産や管理不全状態にある空

き家は、草木の繁茂、害虫の発生、建物の老朽化による倒壊リスクなど、地域住民

の安全・安心を脅かす外部不経済を発生させている 。 特に、市場価値が著しく低

い地方部の不動産や、都市近郊の再建築不可物件などは、既存の不動産流通市場に

おいて取り扱いが困難であり、適切な管理がなされないまま放置が継続する傾向に

ある 。 

(2) 対象地域の課題 

本事業の主たる実証フィールドである大分県竹田市においては、中心商業機能の流

出等により、空き家・空き地の増加が極めて深刻な局面を迎えている 。 

・空き家率の現状: 竹田市の空き家率は約30%（29.5%）に達しており、全国平均の1

3.8%（令和5年住宅・土地統計調査）を大きく上回る 。 

・地域比較: この数値は「3軒に1軒が空き家」であることを示唆し、大分県内の市

町村別で第1位（ワースト）を記録している。 

・物件の特性: 市内に存在する約3,000戸の空き家の多くは、市場価値の低下や権利

関係の複雑化により「売れない・貸せない・壊せない」という課題に直面してお

り、倒壊リスクや防犯上の懸念が生じている 。 

・人口動態と管理限界: 市全域の高齢化率は49％を超えており、空き家を利活用・

管理できる現役世代が不足している 。このまま放置が継続されれば、将来的に行政

が多額の公費を投じて代執行等の管理を担わなければならないリスクが高まってお

り、地域社会の維持が困難な状況にある。 

 

1.2 事業の目的 

本事業は、令和6年度から継続してきた地域調査、相談会、および住民交渉等の活動

を基盤とし、以下の3点を柱として空き家・空き地の利活用モデルを深化・拡張する

ことを目的とする 。 

(1) 実効的な出口戦略の実証と利活用試行 





・事業の全体統括および物件の取得・所有 。 

・対象不動産①の改修、管理、および実際の運用 。 

・対象不動産②の所有者への通知および財産管理制度の申立て検討 。 

 

 

千葉大学 

・AlbaLinkとの共同研究を通じた学術的知見の提供 。 

・利活用構想の策定支援 。 

・利活用ワークショップの企画・運営支援、および「床はがしイベント」等の実地

改修工程への実務的参画。 

（大分大学生） 

・利活用構想の策定支援 。 

・利活用ワークショップの運営・ファシリテーション、および「床はがしイベン

ト」等の実地改修工程への実務的参画。 

(2)協力・支援機関 

 

・竹田市 

自治体としての立場から、所有者への通知 。 

・竹田市移住定住支援センター 

空き家活用に関する相談窓口としての機能および対象不動産の紹介 。 

・  

AlbaLinkからの設計業務の受託。物件の調査および運用実務のサポート 。 

・ 株式会社 

広報・集客活動を通じた関係人口の創出 。 

2.3 具体的業務フロー 

本プロジェクトは、以下の4つの主要工程を経て進行する 。 

・物件特定と初期構想 

移住定住支援センターからの紹介を受け、AlbaLinkが物件を取得 。大学と連携し、

地域住民を交えたワークショップにより初期の利活用プランを検討する 。 

・プランの精査と設計 

建物調査の結果や地域ニーズを踏まえ、当初案（民泊等）からより持続可能なプラ

ン（飲食店等）への変更と詳細設計を行う 。 





(1)協定締結の背景

竹田市が抱える約3,000戸の空き家および高齢化率49％超という深刻な地域課題に対

し、行政施策のみでは限界があることから、民間の専門知識やネットワークを活用

した解決策を模索していた。 

(2)連携事項

令和6年7月22日に締結された「空き家等利活用に関する連携協定」に基づき、以下

の事項について相互に協力体制を構築している。 

・空き家、空き地等の所有者不明土地等の対策及び利活用に関すること。

・移住定住の促進及び地域活性化に関すること。

・その他、地域の持続的な発展に資する取組に関すること。

(3)本事業における意義

本協定の締結により、市からの物件情報の円滑な提供に加え、行政・民間による所

有者への通知の送付、さらには「所有者不明土地利用円滑化等推進法人」の指定を

見据えた継続的な協議体制が構築された。この公式なパートナーシップの確立は、

所有者との交渉における心理的ハードルの払拭と信頼性の担保に寄与しており、迅

速な意思決定と事業遂行を実現するための強力な推進力となっている。 

4.株式会社AlbaLinkについて

4.1 会社概要 

株式会社AlbaLink（アルバリンク）は、「2100年、空き家ゼロ」をミッションに掲

げ、全国で空き家および流動性の低い不動産の再生・利活用を展開する東証グロー

ス市場上場企業である。

本社所在地: 東京都江東区木場二丁目17番16号 BESIDE KIBA 3階 

代表者: 代表取締役 河田 憲二 

設立: 平成23年1月 

免許番号: 国土交通大臣（1）第10112号 

上場市場: 東証グロース市場 

4.2 事業内容 



同社は、独自のマーケティング手法と専門的な法的知見を組み合わせ、他社が敬遠

しがちな「困難物件」の流動化をワンストップで実現している。 

(1)空き家・訳あり物件の買取再販事業 

空き家、事故物件、共有持分、再建築不可物件など、市場での売却が困難な物件を

直接買い取り、適切な活用を目的とする投資家等へ橋渡しを行う。 

・実績 

年間相談件数は約20,000件（2025年12月時点）、累計買取件数は4,500件以上 

 
・価値 

所有者にとっては「負の資産からの解放」、投資家にとっては「新たな収益機会の

創出」、地域社会にとっては「放置空き家リスクの軽減」を同時に実現する三方よ

しのモデルを追求している。 

(2)空き家の利活用・再生事業 

単なる売買に留まらず、自社で取得した空き家をリフォームし、地域特性に合わせ

た利活用を試行している。 

・具体的展開 

民泊施設や賃貸住宅としての運営、地域コミュニティ拠点の構築などを通じ、経済

的価値と社会的価値の両立を図る。 

 
・本事業との関連 

34自治体（2026年3月時点）との連携協定を背景に、官民連携による空き家課題の解

決を加速させている。 

4.3 主要な強み 

・マーケティング力と集客基盤 

年間20,000件を超える相談実績があり、困りごとを抱える所有者に高い精度でリー

チするマーケティング力を有する。 

 
・専門性と対応力 

弁護士、司法書士等の士業や自治体と連携し、複雑な法的・税務的課題をワンスト

ップで解決するノウハウを蓄積している。 

 
・全国の空き家に対応可能 

北海道から九州まで全国に22の支店を展開（2026年1月時点）し、47都道府県すべて



のエリアで空き家問題に対応可能な体制を整えている。 

 
・スピード対応 

平均約1.5ヶ月でのスピード決済を可能とし、所有者の切実なニーズに応えている。 

  





れ、増築部分については構造上の観点から解体の要否を検討

すべき状態にある。 

また、屋内には多量の残置物が存在している。敷地内の草木

については、当初は著しい繁茂が見られたものの、現在は元

所有者の協力により伐採・清掃等の整備が実施されている。 

取組の課題 ・施工環境の制約: 前面道路の幅員や敷地形状等の理由から

重機の進入が困難であり、修繕・解体工事において手作業の

工程が増えるため、施工コストの増大が懸念される。

・地形的リスク: 物件背後に山林が近接しており、崖崩れ等

の災害リスクへの対策や、それに伴う維持管理コストの精査

が必要である。

・利便性および収益性の課題: 敷地内に駐車スペースが確保

されておらず、飲食店等の拠点として運用するにあたり、近

隣での駐車場確保や動線設計が重要な課題となっている。

(2)対象不動産②

所在地 大分県竹田市  

選定理由 隣接する対象不動産①（自社所有）まで草木の繁茂が及んで

おり、周辺の住環境保護および防災上の観点から、一体的な

管理・整備を検討すべき対象として選定した。 

また、対象不動産①の利活用を推進するにあたり、当敷地を

付帯施設（広場や駐車場等）として活用することで、事業の

相乗効果を図る意図も含まれている。 

区域区分  

立地情報   

土地の情報  

建物の情報 



管理状況 敷地内の草木が著しく繁茂しており、隣接する対象不動産①

の周辺の生活環境に支障を及ぼしている。また、所有者によ

る定期的な管理が行われておらず、放置が継続されている状

態にある。 

取組の課題 ・所有者の特定および連絡の困難性: 登記簿等の調査を進め

ているが、現在の所有者情報の特定に至っておらず、交渉の

端緒を掴むことが課題となっている。

・一体的活用の合意形成: 権利関係が整理された後、対象不

動産①と合わせた一体的な土地利用（駐車場、広場等）に向

け、関係各所との調整および法的スキームの検討が必要であ

る。

6.業務工程と詳細な業務内容

令和7年7月：物件選定と利活用ワークショップの実施 

・物件選定の決断: 空き家バンクで「老朽化」を理由に掲載を断られた物件（対象

不動産①）を、あえて本事業の象徴として選定した 。 

・周辺調査: 同時に隣地（不動産②）への聞き込みを行い、エリア一体での再生に

着手した 。

・専門知見の導入: 千葉大学 ）へ共同研究および安全監修を打診し、

受諾を得た 。 

・教育版マインクラフト活用ワークショップ: 地元小中学生と、地域の不動産利活

用を考えるワークショップを開催した 。











 

・副市長・担当課へのヒアリングおよび活用案の提案: 竹田市役所を訪問し、副市

長および担当課に対してヒアリングを実施するとともに、対象不動産の今後の活用

案を提案した。行政側の施策方針・課題認識・期待する活用像を直接確認し、事業

化に向けた官民連携の方向性を協議した。 



令和7年12月：利活用プランの転換と実務的準備 

・方針転換: 収益性と地域便益の両立を重視し、用途を民泊から「飲食店（おにぎ

り屋）」運営へ転換することを検討。

・設計・施工準備: 専門家を招聘し、公衆衛生や安全性を担保した実務的図面作成

に着手した 。 

・地元工務店との連携: 地域貢献度の向上とコスト最適化のため、地元の工務店へ

改修工事の見積を依頼した 。







７．業務の成果 

6.1 流通困難物件における成約成立の要件 

・空き家バンク拒否物件の成約スキーム: 空き家期間9年の老朽物件に対し、民間事

業者が直接介在することで、行政サービスでは対応困難な領域での成約を完了させ

た。 

・手放す決断の後押し: 経済的対価以上に、将来的な活用に対する安心感を与える

ことが、所有者の最終的な意思決定を強力に後押しすることを立証した。 

6.2 教育版マインクラフトを活用した多世代共創 

・子供たちの発想による固定観念の打破: 大人が懸念する管理コストや物理的制約

を超え、子供たちが描いた自由なアイデアが、プランニングにおける発想の転換点

となった。 

・地域資源の自分事化: 空き家を自分事化して再認識させることで、地域資源への

関心向上と教育機会の両立を実現した。 

6.3 行政連携および地域施工体制の確立 

・広域行政支援による停滞打破: 九州地方整備局等の国の技術的支援を背景にする

ことで、自治体内の土地に関する担当課不在による検討の停滞を打破し、所有者不

明土地対策計画策定を決裁段階まで進行させた。 

・地元工務店の巻き込みによる実効性: 域外の設計士と地元の施工業者が連携する

ことで、デザイン性と地域特有の気候・工法を融合させ、プロジェクトの実現可能

性を飛躍的に高めた。 

6.4 経済的・心理的ハードル低減の立証 

・残置物の資源化手法の有効性: 残置物活用イベント（たけたん家 お宝発掘市）に

おいて、展示約100点に対し15点の販売実績（成約率15%）を得たことで、残置物を

廃棄物ではなく収益を生む資源として捉え直す手法の有効性を確認した。 

・集客シナジーの創出: 既存の地域イベントと実施時期・場所を同期させること

で、単独開催ではリーチが困難な層の呼び込みに成功した。 

8．業務の課題 

本事業の実証プロセスにおいて浮き彫りとなった、今後の社会実装および他地域展

開における課題を整理する。 



8.1 コスト管理と施工プロセスの最適化 

・改修予算の乖離への対応 

物価高騰および民泊から飲食店への用途変更に伴い、当初の想定予算と実情に乖離

が生じている 。 

・DIYワークショップによるコスト削減 

専門技術を要する基幹部分は地元工務店が担い、仕上げ工程等を学生や住民によるD

IY形式で実施することで、コスト削減と地域住民の愛着形成の両立を図る必要があ

る 。 

・詳細な構造診断の必要性 

対象物件の老朽化が著しい場合、施工見積の算出に先立って専門家による詳細な構

造診断が不可欠であり、これがプロジェクト全体の遅延要因となるリスクがある 。 

8.2 所有者不在物件への法的アプローチ 

・交渉の限界と法的手続きへの移行 

送付したレターパックが宛先不明で返送されるなど、通常の交渉による利用合意が

困難な所有者不在の状態が客観的に確認された物件が存在する 。 

・財産管理制度の積極的活用 

交渉不能な物件に対しては、所有者不明土地管理制度等の法的手続きによる解決を

迅速に選択し、駐車場や広場としての整備を検討する実務フローの確立が求められ

る 。 

8.3 行政内における連携と体制構築 

・推進法人指定に向けた中長期的協議 

現在の対策計画策定を契機として、民間事業者が「所有者不明土地利用円滑化等推

進法人」の指定を獲得し、中長期的な視点で自治体と連携し続けるための体制基盤

の構築が継続的な課題である 。 

 
9. 分析・提言等 

9.1 分析 

本事業の核心は、行政が抱える流通困難な物件情報を、民間の再生・利活用ノウハ

ウへシームレスに接続した点にあります。 

・官民共同通知による合意形成の促進 

自治体と民間事業者が連名で所有者へアプローチを行う手法は、通知の信頼性を高



め、所有者の心理的障壁を緩和する上で極めて有効である。これにより、所在不明

物件の早期判明や、所有者の売却・管理に対する行動変容を促す効果が確認され

た。 

・民間による「受け皿」機能の実証 

空き家バンクにおいて老朽化等を理由に掲載基準を満たさなかった物件であって

も、民間事業者が直接取得し、責任を持って管理・再生を行う体制を示すことで、

所有者が抱える将来的な管理負担への不安を解消し、円滑な所有権移転を実現でき

ることが立証された。 

・利活用による地域課題の解決 

取得した物件を単に転売するのではなく、飲食店やコミュニティ拠点として再生す

る具体的な計画を提示することで、周辺住民および所有者双方からの理解と協力を

得られやすい環境が整うことが明らかとなった。 

9.2 提言 

・地方整備局を介した官民連携スキームの標準化 

国交省から各地方整備局に対し、本モデル事業の成果を浸透させるべきである。地

方整備局が自治体への表敬訪問や協議を主導することで、自治体が安心して民間を

推進法人に指定できる環境を整備することを提言する 。 

 




